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市町村決算（性質別）における扶助費の状況

「地方財政の状況」（総務省）を基に作成

資料１

市町村は、扶助費が増加する中で、人件費や投資的経費を削減。
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市町村の歳出決算額の推移

▲1.2兆円 ＋8.2兆円 ▲3.6兆円

※平成29年度については、東日本大震災分を除いている。

一般行政経費等

（兆円）

※扶助費： 社会保障制度の一環として、
生活困窮者等に援助するために要する経費



市町村職員数及び人件費の推移

資料２

○平成28年の市町村職員数は約124万人。平成８年比で▲32万人（▲21％）。

○平成28年度決算における人件費は8.7兆円。

○職員数の純減等によりピーク時（H10：11.1兆円）から2.4兆円（21.6%）減少。
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行財政改革の推進（松江市）
資料３



 
 
平
成

2
9
年

7
月

 日
本
経
済
新
聞
社
の
集
計
で

 

に
な
り
ま
し
た
！
！

 

 
地
方
自
治
体
の
業
務
改
革
の
進
み
具
合
を
探
る
た
め
、
日
本
経
済
新
聞
社
が
、
総
務
省
の
『
地
方
行
政
サ

ー
ビ
ス
改
革
の
取
組
状
況
等
に
関
す
る
調
査
結
果
（
平
成

2
8
年

4
月

1
日
現
在
）』

を
も
と
に
独
自
に
点

数
化
し
、
格
付
け
を
行
っ
た
と
こ
ろ
、
全
国

8
1

4
市
区
の
中
で

 松
江
市
が
ト
ッ
プ

 と
な
り
ま
し
た
。

 

指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
、
民
間
委
託
、
庶
務
業
務
の
集
約
化
、
総
合
窓
口
の
設
置
、
情
報
シ
ス
テ
ム
の

ク
ラ
ウ
ド
化
の
５
項
目
に
つ
い
て
、
す
べ
て
の
項
目
で
高
得
点
を
獲
得
し
、「

松
江
市
は
、
ま
ん
べ
ん
な
く

行
政
サ
ー
ビ
ス
改
革
に
取
り
組
ん
で
い
る
」
と
高
い
評
価
を
受
け
ま
し
た
。

 

こ
れ
は
、
市
町
村
合
併
後
に
取
り
組
ん
だ
、
職
員

4
0

0
人
削
減
を
は
じ
め
と
し
て
、
人
件
費
の
圧
縮
、

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
推
進
、
公
共
施
設
の
整
理
、
受
益
者
負
担
の
適
正
化
、

IC
T
の
活
用
な
ど
、
全
庁
を

あ
げ
て
様
々
な
改
革
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
き
た
成
果
で
す
。

 

 
今
後
も
、
こ
れ
か
ら
の
松
江
を
将
来
に
わ
た
っ
て
、
持
続
的
で
魅
力
あ
ふ
れ
る
「
選
ば
れ
る
ま
ち
」
を

 

実
現
で
き
る
よ
う
、
市
民
の
皆
様
の
理
解
を
得
な
が
ら
、
更
な
る
改
革
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

 

■
行
政
サ
ー
ビ
ス
改
革
 
市
区
ラ
ン
キ
ン
グ
（
日
本
経
済
新
聞
社
）

 

 順
位

自
治
体
名

総
合
得
点

（
1
0
0
点
）

指
定
管
理
者

（
4
0
点
）

民
間
委
託

（
2
0
点
）

庶
務
集
約
化

（
2
0
点
）

窓
口
業
務

（
1
0
点
）

ク
ラ
ウ
ド
化

（
1
0
点
）

1
松
江
市

8
4

.0
2

7
.0

1
8

.8
1

8
.1

1
0

.0
1

0
.0

2
千
代
田
区

7
8
.4

2
0
.9

1
8
.1

1
9
.4

1
0
.0

1
0
.0

3
豊
橋
市

7
7
.0

2
6
.6

1
7
.9

2
0
.0

2
.5

1
0
.0

4
箕
面
市

7
6
.0

2
6
.8

1
4
.8

1
9
.4

1
0
.0

5
.0

5
港
区

7
5
.8

3
2
.9

1
7
.2

1
3
.8

1
0
.0

2
.0

6
北
九
州
市

7
5
.2

2
3
.5

1
7
.9

1
8
.8

1
0
.0

5
.0

7
札
幌
市

7
4
.4

3
3
.1

2
0
.0

1
5
.0

6
.3

0
.0

8
神
戸
市

7
4
.3

2
3
0
.6

1
6
.7

1
8
.8

6
.3

2
.0

9
米
沢
市

7
4
.2

8
3
3
.6

1
6
.9

1
3
.8

0
.0

1
0
.0

1
0

中
野
区

7
3
.8

2
2
.3

1
7
.2

1
9
.4

1
0
.0

5
.0

自
治
体
の
業
務
効
率
化

「
全
国
１
位
」

体
育
館
、
競
技
場
、
公
民
館
な
ど

2
3

種
類
の
施
設
で
導
入
状
況
を
比
較
。

松
江
市
は

1
69

施
設
に
導
入
し
、
導

入
率

7
0
.7
％
 

庁
舎
清
掃
、
ご
み
収
集
、
学
校
給

食
な
ど

17
業
務
の
委
託
の
有
無

を
比
較
。

 

松
江
市
は

16
業
務
を
委
託
。

 

庶
務
業
務
の
集
約
化
や
民
間
委
託
、

総
合
窓
口
の
設
置
状
況
、
情
報
シ
ス

テ
ム
の
ク
ラ
ウ
ド
化
を
比
較
。

松
江
市
は
す
べ
て
の
項
目
を
実
施
。

す
べ

て
の

項
目

で
バ

ラ
ン

ス
よ

く
高

得
点

を
獲

得
 

資
料

３
・

参
考



○国庫補助金関係

・補助率・補助単価等の実態に即した改善、必要額の確保、自由度の向上

○社会保障関係

・少子高齢社会の進展により社会保障関係費は更に増加

・地域における福祉人材及び医師数が不十分

【松江市】

放課後等デイサービス

学校に就学している障害児が授業の終了後等に、生活能力向上に必要な訓練、社会との交流の促進等を

行う事業

地方の行財政運営の課題

資料４

行政課題が増加する一方、職員削減による財源確保は限界

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

給付費（百万円） 330 417 548 658 716

施設数 16 21 26 31 35



安定的な行財政運営の確保

資料５

○地方は行革努力をしながら、地方創生への取組など従来にも増して果たす

べき役割が拡大し、財政需要は増加。

それら財政需要を的確に地方財政計画に反映させ、地方の

安定的な財政運営に必要な一般財源総額及び地方交付税

総額の確保が不可欠。

恒常的な地方交付税不足については、臨時財政対策債による

ことなく、地方交付税の法定率の引上げを含めた抜本的な改革

が必要。

地方創生は、地域の実情に応じた息の長い取組が必要であ

り、「まち・ひと・しごと創生事業（１兆円）」の拡充・継続が必要。
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